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子どものケアの社会化とジェンダー格差に関する考察： 
日本、韓国、中国、シンガポール、ベトナム、タイの育児休業と未就学児保育の国際比較 

 
守泉 理恵 

 
はじめに 
 少子化の波は、アジア諸国も覆い始めている。アジアは広大な地域を占め、その社会経済状態

も多様であるが、本研究は、子どものケアの社会化について、産休または育児休業制度と保育・

教育制度を取り上げ、その政策の動向をまとめるとともに、ジェンダーの観点からの問題点を国

際比較から見出すことを目的として行う。対象国は、すでに長く低出生力の問題に取り組み、少

子化対策が進んだ日本、韓国、シンガポールと、近年出生奨励策に取り組み始めている中国、ベ

トナム、タイを取り上げる。 
 
１．出生力の動向：進む少子化 
 1980 年代から 2020 年代までの各国の合計出生率を概観すると、日本とシンガポールでは、す

でに 80 年代初頭から合計出生率が２を下回っていた。その後、急速に出生率が低下していた韓国

が 80 年代半ばに２を下回り、次に 1990 年代に入って中国やタイも２を下回るようになった。

2000 年代以降は、韓国やシンガポールで日本より低い出生率が定着するとともに、2020 年代に

は中国が日本を下回り、タイが日本と同じ水準まで低下してきた。ベトナムは 2000 年頃から２

の近傍で推移し続けているが、近年は漸減傾向にある。 

 

図１ 日本、韓国、シンガポール、中国、タイ、ベトナムの合計出生率の推移 
出所：United Nations (2024) 
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２．産前産後休業、育児休業の国際比較とジェンダーの観点から見た課題 
2−1．制度比較 
 過去 10 年間で、6ヵ国とも少子化の進行を背景に、仕事と家庭の両立支援策の中心となる育児

休業（育休制度が未施行の場合は産休）の拡充を行なってきた。共通する方向は、男性の育休取

得の促進に資する制度改革と、休業中の所得保障の引き上げである。 
 
表１ 各国の産前産後休業、育児休業の制度概要 

 

 
 産前産後休業は分娩する女性のみ対象の制度だが、育児休業制度は男女双方が取得可能な制度

であり、共働き、共育ての方向で各国が少子化対策を急ぐ中、男性の育休取得を促進する対策が

取られている。とりわけ、日本、韓国、シンガポールの 3 ヵ国は、育児休業制度が長年にわたっ

て拡充されてきたが、男性の育休取得を促進することは中心的課題となっている。日本や韓国で

は、近年、男性の育休取得率が大幅に上昇するなど効果も出始めている。また、父親の取得促進

とも関連するが、休業中の所得保障も拡充の傾向にあり、給付水準を国が手厚く保障する方向へ

舵を切る傾向がある。 
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 ベトナムやタイでは育児休業制度を国として実施していないため、産後休業の拡充に動いてい

る。ベトナムでは、2026 年 7 月から第２子の産後休業を 6ヶ月から 7ヶ月に延長するなど、高順

位児を優遇する制度拡充がみられる。これは、出生率低下を背景に、2025 年に人口法令を改正し

て二人っ子政策を放棄し、出産奨励に本格的に転換したことと関係している。タイは産前産後休

業を 98日から 120日に延長し、その間の所得保障を拡充した。 
 本稿で比較している 6 ヵ国では、制度の歴史の長さや社会背景が異なるが、国が制度として育

児休業を保障している日本、韓国、シンガポールに対し、中国では各省で内容が異なる制度を実

施している。これは、2021 年に政府が発表した「出産政策の最適化による人口の均衡ある長期的

発展の促進に関する決定」を踏まえて、各省で「人口・計画生育条例」を改正して、それぞれ生育

暇制度を実施しているためである。産休のように、全国共通の制度として整備していくか注目さ

れる。ベトナム、タイでは国として育児休業制度は無く、産後休業とその関連施策（同時期に男

性も休暇を取れるなど）の充実で対応している状況だが、産後休業自体は女性のみ対象となるた

め、後述するようにジェンダーの観点から問題も多い。また、タイでは公務員のみ男性が取れる

休業制度があるなど、官民格差もみられる。 
 
2−2．ジェンダーの観点からみた産休・育休制度の問題点 
 各国の産休・育休制度は、実際の利用者は女性に大きく偏っており、ジェンダー平等の観点か

らはまだ問題が多い。 
 日本と韓国では、男性の育休取得率は近年上昇しており、両国ともかつては数％だった状況か

ら、2024 年に日本では 40.5%（対象期間に配偶者が子どもを出産した男性従業員に占める育休取

得者割合、厚生労働省「令和 6 年度雇用均等基本調査」）、韓国では 2025 年に 31.6%（育休取得

者に占める男性の割合、労働政策研究・研修機構（2025））と最高値を記録した4。両国とも女性

の育休取得率の方が圧倒的に高いが、子どものケアを女性が担うという構図がやっと変わり始め

た段階であるといえよう。シンガポールでも 2026 年 4 月 1 日以降に生まれる子どもから共有育

児休暇（Shared Parental Leave, SPL）が 10週間に拡大され、母親が取れる 16週間と父親が取

れる 4週間と合わせて 30週間の休業期間となった。しかし、共有期間は母親が使うケースが多数

を占めることから、やはりジェンダー格差は残っている。 
 中国でも生育暇は女性の取得が多く、タイ、ベトナムでは産休での対応となっているためそも

そも女性が対象である。男性が取得できる休暇は、中国では付き添い休暇として 1～2週間程度、

タイでは公務員のみ制度化、ベトナムではパパ産休の形で 5～14日程度となっており、出産時に

短期間取得できる程度にとどまっている。 
 この結果、乳幼児期の子どものケアは女性に偏っており、そのことは労働市場における「マザ

ーフッド・ペナルティ」に繋がっている（Hsu 2021; Stansbury et al. 2023; Yu et al. 2018）。女

性は出産・子育て期に比較的長期間、職場を離れたり、短時間勤務などを利用して働いたりする

傾向があることは、企業において女性の採用忌避や昇進コースからの排除、非正規雇用への誘導

などが行われるリスクを高める。女性労働者の側からも、両立の困難によって離職や非正規雇用

への転換を余儀なくされるリスクが高まる。 
 また、生後数ヶ月という子どものケアに手間がかかる時期に母親主体のケアが行われることは、

その後の父親の育児への関与を低下させ、長期的に夫婦の家事・育児分担に影響を与える（Lee	
 

4 ただし、韓国については、自治体国際化協会（2024）によると、日本と同じ基準で男性の育休

取得率を計算すると、2022 年に 6.8%とされている。 
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2023;	Shefaly	Shorey	et	al.	2019）。産後の時期に父親が休業し、その後も父親が育児休業の形で長

く乳幼児のケアにあたれる制度保障をすることは、夫婦のジェンダー平等に大きく寄与すると考

えられる。	
	
３．就学前の子どものケア：保育・教育制度の国際比較とジェンダーの観点から見た課題 
3−1．制度比較 
各国とも、少子化を背景として、仕事と家庭の両立支援策と車の両輪となる就学前の子どもを

預かる保育・教育制度を拡充している。近年の動向としては、各国において、国による幼児教育・

保育への介入強化と公的責任の拡大が進んでいる。 
 
表２ 各国の未就学児に対する保育・教育の制度概要 

 
 
 表２にあるように、各国とも保育所と幼稚園という 2 つの施設が併存しているが、厚生・福祉

系の官庁と教育系の官庁で管轄が分かれていた状況から、所管官庁をまとめ、幼保一元化を進め

る動きがみられる。日本では、こども家庭庁が保育所と認定こども園を管轄し、文部科学省が幼

稚園を管轄するという二元体制だが、幼稚園が認定こども園に移行するケースが増えている。韓

国でも教育省への一元化（2023 年）など幼保一元化が目指されている。シンガポールでは、2013
年に幼児発達庁 ECDA（Early Childhood Development Agency）が設立された。 
 費用の面でも、幼児教育・保育の無償化や補助拡大が進んでいる。すべての国において、小学

校入学前の３～５歳児（特に 5 歳児）を中心に、保育・教育の費用の無償化や、補助金制度の拡

充が行われている。 
 保育・教育の内容についても、幼保一元化の流れに合わせて、幼稚園と保育所でプログラムや

指針の共通化が進められている。少子化により労働力が減少すると見込まれる中で、人材の確保
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という観点から、親が働いている間に子どもを「預かる」というだけでなく、早期教育としてら、

保育・教育の質の改善を求める方向にある。ただし、中国では教育の過熱への懸念から、小学校

教育の延長とならないよう牽制するなど、国によって進め方には違いもみられる。 
 ベトナムやタイでは、都市と農村部の地域格差や、所得階層での格差が大きく、幼児教育への

アクセスの確保も大きな課題となっている。 
 
3−2．ジェンダーの観点からみた未就学児の保育・教育制度の問題点 
未就学児の保育・教育においては、それらに従事する労働者のジェンダーの偏りが大きな問題

として指摘できる。各国とも幼児教育・保育の従事者は 90％以上が女性であり5、家庭でも母親が

主なケアラーであると考えると、未就学児が過ごす場所では、大人の存在はほぼ女性だけがいる

空間となっている。このことは、子どものケアに関する有償労働が、女性の家庭での無償の子育

て労働の延長という見方を助長し、保育・教育従事者の専門性を低く評価して低賃金となる原因

となっている（McDonald et al. 2018）。そのため、賃金が仕事の内容に見合わないとして、入職

者の減少、離職の増加が起こり、慢性的な人材不足を引き起こしている。また、男性にとっても、

低賃金職のため希望者が増えず、女性ばかりの既存の職場の働く環境も整っておらず（社会的偏

見、男性用のトイレや更衣室がないなど）、このことも人材の多様化が進まない原因となっている。 
さらに、保育・教育従事者自身も母親である場合、家庭での女性のケア労働の偏重と相まって、

仕事と家庭の二重のケア負担を抱えた状態となっており、離職率の上昇の原因となっている。こ

れは国際的に見れば、出稼ぎに行く女性自身も母親である場合、海外での仕事で子どものケアを

行いながら、自国にいる自身の子どものケアに支障をきたす事態となる（Lam and Yeoh 2016）。
近年、各国で家政婦などケア労働に従事する人材を多数送り出してきたフィリピンでも出生率の

低下が急速に進んでおり、家庭でのケア労働者の確保の観点から、国際的なグローバル・ケア・

チェーンの問題は深刻化するものと考えられる。 
 
おわりに 
 アジア各国は、少子化への危機感を背景として、育児休業制度（育休制度がない場合、産休制

度）や未就学児の保育・教育制度を拡充させてきた。しかし、制度が手厚くなる一方で、職場の

代替要員不足や中小企業のコスト負担、キャリア中断への懸念といった運用面の壁や、低中所得

国では都市と農村の地域格差などが共通の課題として立ちはだかっている。さらに、子どもの出

生時や乳児期においては、育児休業制度や産休制度の取得者が女性に偏る問題が解決されておら

ず、保育・教育の現場でも従事者が女性に大きく偏るなど、子どものケアについてジェンダー役

割の固定化は続いている。 
出産時と乳幼児期において、家庭でのケアに母親だけでなく父親も関与する機会を制度的に促

進・保障していくことと、保育・教育の現場における賃金水準の引き上げや働く環境の整備によ

 
5 各国の女性割合は、日本：こども家庭庁「保育士登録者数等（男女別）」令和 6 年 4 月現在

94.8%、韓国：99.0%（OECD の Education at a Glance, classroom teachers (ISCED 0-4) and 
academic staff (ISCED 5-8)の 2021 年データ）、ベトナム：91.1%、タイ：100%（世界銀行 
World development Indicators, Trained teachers in preprimary education, female、2021
年）、中国：97.8%（中華人民共和国教育部「中国教育統計年鑑 2020 年版」、シンガポール：

99%（Singapore Polytechnic記事にて「男性の幼稚園教諭は全体の 1%」との記載、

https://www.sp.edu.sg/about-sp/sustainability/detail/news-clippings/male-preschool-teachers-
make-up-1---need-to-give-100?utm_source=chatgpt.com） 
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る人材の多様化の推進が重要な課題となっている。 
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